
 
 

 
 

1 雇用保険減免の対象となる方 

納税通知書に同封されている課税明細書をご覧ください。 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

分

離

課

税

の

所

得 

短 期 
譲 渡 

一般分 ○し     円 

軽減分 ○す     円 

長 期 
譲 渡 

一般分 ○せ     円 

優良分 ○そ     円 

居住分 ○た     円 

一般株式等の譲渡 ○ち     円 

上場株式等の譲渡 ○つ     円 

上場株式等の配当等 ○て     円 

先 物 取 引 ○と     円 

繰 越 損 失 の 適 用  （該当するときは「有」と表示） 

２ 申請期限および申請手続き 

離職後最初の失業の認定日以後最初に到来する納期限と、その失業の認定日の翌日から

起算して３０日を経過する日（土曜日・日曜日、祝日のときはその翌日）のいずれか遅い

日までに、減免申請書をお住まいの区を担当する市税事務所あて提出してください。 

 また、減免の適用にあたっては、雇用保険受給資格者証等の提示または写しの添付が必

要です。 

※ 複数の納期にわたって減免の適用を受ける場合は、その納期月に雇用保険を受給して

いる旨が記載された雇用保険受給資格者証等を提示または写しを添付してください。 

※ 申請期限内に申請手続きをしていただかないと、減免が適用できなくなりますのでご

注意ください。 

※ パソコンやスマートフォンから電子申請をすることができます。 

３ 減免額 

基本手当の支給の対象となる日※１の属する月に到来する納期の納付額の全部※２ 
 

※１ 待機中や給付制限期間中は減免の対象となりません。 

※２ 分離課税による退職所得の所得割の額を除きます。 

※３ 雇用保険を受給していることを理由に森林環境税の免除を受けることはできません。 
 

総

合

課

税

の

所

得 

営 業 等 ○あ     円 

農 業 ○い     円 

不 動 産 ○う     円 

利 子 ・ 配 当 ○え     円 

給 与 
(所得金額調整控除後) ○お     円 

雑 
公的年金等 ○か     円 

業務・その他 ○き     円 

総合譲渡・一時 ○く     円 

総 所 得 金 額 
（○あ ～○く の 計 ） ○け  

   円 

山 林 ・ 退 職 ○こ     円 

合 計 （ ○け + ○こ ） ○さ     円 

「○し ～○と 」の欄に記載がある方は、

減免対象とならない場合がありま

すので、お住まいの区を担当する市

税事務所までお問い合わせくださ

い。 

９３５１２０ 

９３５１２０ 

９３５１２０ 

★ 傷病手当・高年齢求職者給付金・

特例一時金・日雇労働求職者給付金

を受給されている方についても、減

免の対象となる場合があります。 

詳しくは、お住まいの区を担当する

市税事務所までお問い合わせくだ

さい。 

（例） 

減免の適用例については、裏面をご覧ください。 



減免の適用例について 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

下記の①、②のいずれか遅い日です。（土曜日・日曜日、祝日のときはその翌日） 

① 離職後最初の失業の認定日以後最初に到来する納期限      …８月３１日 

② 離職後最初の失業の認定日の翌日から起算して３０日を経過する日…８月４日 

したがって、この場合の申請期限は①の８月３１日となります。 

 
 
 

 第１期の納期月である６月に基本手当の支給の対象となる日があるため、第１期の納付

額の全部が減免に該当します。 

 

基本手当の支給の対象となる日…６月１５日 ～７月４日 

離職後最初の失業の認定日  …７月５日 

雇用保険受給資格者証（見本） 

××－×××××－× ○○ ○○ 

申請期限 

減免額 

XX0615-0704 20 

XX0316-XX0614 

XX0315 

（参考）普通徴収（納付書等で納付）の方法で納める場合 

      （納期）    （納期限） 

第１期    ６月    ６月３０日 

第２期    ８月    ８月３１日 

第３期   １０月   １０月３１日 

第４期  翌年１月    １月３１日 

離職した時期によっては、２月随時分（2 月末納期限）や過年度４
月分（４月末納期限）として納付書等が送付される場合があります。 

※土曜日・日曜日、祝日のとき

はその翌日 

 


